
テーマⅦ．避難判断・訓練支援等市町村災害対応統合システムの開発 

（１）研究開発の目的 

○社会背景

平成23年3月に発生した東北地方太平洋沖地震では激しい揺れとともに巨大津波が発生し、2万名を超

える死者・行方不明者、甚大な経済被害を発生させた。その後も平成28年には短時間に震度７を二度も

経験する熊本地震が発生し、活断層直下型地震で大きな被害が発生した。また、南海トラフ巨大地震や

首都直下地震は、日本経済を牽引する太平洋ベルト地帯や、政治・経済・金融活動の中枢となっている

首都圏に人的・物的・経済的に壊滅的被害を与えることが推計されている。さらには、国土に広く分布

する活火山や活断層によってもたらされる災害は、全国の自治体と住民に深刻なダメージを与えること

となる。 

 一方、地球温暖化に伴う気候変動の面からは、平成30年7月の西日本豪雨においては、西日本から東

海地方を中心に広範囲で洪水氾濫や土砂災害が発生し、死者・行方不明者あわせて220名以上もの尊い

命が失われた。また、2015年の鬼怒川の堤防決壊、2016年には北海道・東北地方で、昨年には線状降水

帯が原因の九州北部豪雨など、連年、深刻な水害が発生している。このような最近の激烈な雨の降り方

やこれまで経験したことの無い台風の動きは、地球温暖化に伴って気象が極端化して猛威を振るう状況

が現実になってきたのではないかと懸念されている。このため、国土強靭化や水防災意識社会再構築な

どハード・ソフトの両面から、自然災害への備えとして取り組んでおかなければならない。 

中でも、豪雨等による災害発生メカニズムは、一般的には、降雨、河川への流出、流下、斜面崩壊、

氾濫、浸水などが時系列的に発生するいわば進行性の災害であり、降雨から被害の発生までの猶予時間

（リードタイム）の災害特性を持っている。この間に、適切な避難行動などをとることにより、洪水や

土砂災害が発生しても、人命を守り、被害を小さくできることから、市町村においては、状況に応じて

避難勧告・指示等を発令している。 

 しかしながら、市町村は避難勧告等の発令など災害対策の第一次的な実施主体であるものの、災害対

応に当たる職員数が限られていること、災害経験が少なく対応ノウハウが共有できていないことなどか

ら、たとえば、災害発生の切迫度が高まるとともに災害に関する気象情報、特別警報、洪水警報、土砂

災害警戒情報、雨量・水位観測データ等が爆発的に増加するとともに、水防団員や住民等の通報等の対

応に追われて、状況確認・判断、情報伝達、意志決定、現場への指示、避難所開設や運営等が円滑かつ

タイムリーにできていないのが実情である。その結果、避難を円滑に行うための時間的余裕を持った避

難勧告等の発令のタイミングが遅れたり、避難等をすべきエリアの特定ができないまま、住民全員と地

域全域を対象に避難勧告が発令されているのが現状である。また、このような局面における意思決定の

教訓の体系化や標準化されたものが市町村に共有されておらず、災害対応は市町村によってまちまちな

ものとなっていることから、市町村職員に大きな負荷が発生する他、市町村間で格差が生じ住民に不公

平感を持たせるなど大きな課題となっている。 

 これらの状況改善のため、市町村では、防災情報システムの導入や他の防災情報システムの活用に取

り組んでいるが、膨大な災害・防災情報の中で、避難勧告等の発令にとっての必要かつ重要な情報が届

いていなかったり不十分であったりすることで、円滑な避難勧告・指示の発令や緊急活動の優先付け等

に利活用し切れていない。 
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 これらのことを踏まえ、必要な情報を取捨選択・抽出し、優先順位や重み付けを行い、判断に寄与す

る情報を確実に、またできる限り情報内容の簡素化・端的化・指標化するなど、市町村の適切な状況判

断を支援するための情報提供の方法と手段が求められている。また、災害対策本部や部局拠点が実際の

災害時に的確な意思決定判断ができるようにするためには、平時から様々な状況が発生することを考慮

に入れた多様なシナリオを用いて、意思決定訓練を繰り返し行い、市町村の適切な状況判断を支援する

ための情報提供に応じて適切に判断ができるようにする必要がある。

○研究開発の目的 「5つのゼロ」を実現

災害時に大量の災害情報が発生する中で、避難勧告等を発令する市町村長が、信頼性の高いエビデン

スに基づいた情報により適切な指示を発令できるよう避難対象エリアと避難タイミングの合理的な抽

出を自動的に短時間で行うなどの避難判断の支援を可能とする、市町村災害対応統合システムを開発す

ることにより、市町村が適切な避難勧告・指示等の発令判断や緊急活動を支援し、また市町村の防災対

応能力の向上を図り、避難勧告の発令漏れや不適切な緊急活動指示などを防ぎ、次に示す4つのゼロを

可能とし、「犠牲者ゼロ」の社会づくりに貢献することを目的とする。 

システムの開発においてはユーザーたる市町村のユーザビリティに最大の力点を置き、かつ、研究課

題I「避難・緊急活動支援統合システム」及びII「被災状況解析予測技術」等との情報連携ならびに災

害時の府省庁・都道府県と市町村の報告・連絡事項をシステムにより簡素化して市町村の負担を軽減し、

次の点において、市町村の災害対応能力の向上を目指す。 

・ これまでの災害経験や、気象情報・降雨量・水位情報などの情報を個別・独立的に評価した判断

だけではなく、ビッグデータ解析やAI技術を活用し、膨大な気象・河川・災害・防災情報など時々

刻々と変化するデータの中から、避難判断に必要と考えられる情報を選別・抽出し、その欠落を

防ぐ（「必要情報の欠落ゼロ」）とともに、これらの抽出情報を関連付けて評価・処理すること

により、従来は市町村域全域あるいは合併前の旧市町村域で発令されていた避難勧告等を、地域

的には学区単位や地区防災計画で活用できる地域単位で、時間的には短時間（10分程度）で、避

難勧告・指示等を発令できる支援システムとする。AIモデルの教師データ作成にあたっては、ビ

ッグデータ処理、重要かつ必要情報の選別・抽出、データの種類・品質、面的・時間的な詳細度・

緻密度の設定、過去災害を超える未知の災害外力への対応、疑似教師データの活用などに留意す

る。

・ 開発するシステムを現行の発令基準（災害種別、定量的・定性的基準）と一体的にした新システ

ムとして、全国約1,700の市町村に導入・普及することにより、的確なタイミングで適切なエリア

に避難勧告等の発令を出し遅れなくすること（「勧告等の出し遅れゼロ」：過去の実態調査結果

では約4割程度が出し遅れ）ができ、水害の発生前に時間的余裕をもって避難をすること（「逃げ

遅れゼロ」）が可能となり、また、避難所開設や備蓄物資の準備などの緊急活動が事前に円滑に

できることから、被災者・避難者への災害対応環境（「対応できないがゼロ」）が格段に向上す

る。 

・ 一時的に発生する様々な緊急活動のオペレーションについて、民間企業活動と一体となって産官

民の総力を挙げて行うことにより、国民の防災・減災に対する意識の向上はもとより、社会シス
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テム全体での防災・減災リテラシーの醸成がなされ、国の経営基盤の強化や国土強靭化の一環と

して寄与・貢献する。 

・ 判断を容易に学習できる環境が市町村にもたらされ、最前線の対応が全国的に高度化され、研究

開発項目Ⅰと基盤レベルで連携することにより、市町村と都道府県、国の状況共有や意思疎通が

可能となり、円滑かつ効果的な災害対応の実現（「犠牲者ゼロ」）に貢献する。

・ 災害対応という、様々なデータを短期間で統合、意思決定を行う必要がある最もクリティカルな

環境下で、市町村長や防災担当者を、データの収集分析やガイドライン等の基準判断、複雑かつ

多様な関連機関との情報のやり取り等の煩雑な業務から解放し、真に市町村長や防災担当者が注

力すべき業務に専念する体制を確立する。

住⺠活動

AI情報
(インプット)

現⾏発令基準

市町村⻑
意思決定
(判断)

避難判断等市町村災害対応統合システム

Ⅰ． 避難・緊急活動⽀援
統合システム

L
ア
ラ
ー
ト
等

Ⅱ． 被災状況解析・共有システム
Ⅵ． スーパー台⾵被害予測システム開発
Ⅴ． 線状降⽔帯観測・予測システム開発Ⅴ． 線状降⽔帯観測・予測システム開発

○○地域はどう
なっているのか︖

発令基準との整合は
取れているのか︖

⽔防団からの
通報はいつか︖

河川⽔位の
今後の予測は︖

・不⼗分な災害情報の提供
・住⺠へピンポイントな危険度伝達が困難
・リアルタイムでの情報共有不⾜

課題︓判断に必要なデータが適切なタイミングで市町村⻑の⼿元に届いていない

・発令基準との照合が困難
・より効果的な訓練の実施が困難

全体像・研究⽬的
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（２）研究開発課題と達成目標（社会実装） 

目標： 

洪水・高潮・土砂災害など災害発生前に避難行動を取ることのできるリードタイム付き災害を想定し、

市町村長が住民に対して行う避難勧告・指示等の発令判断をする際、タイムリーに、また発令エリアを

的確に設定できるよう支援するシステムを開発する。また、災害発生後における緊急活動の実施手順を

判断する情報を提供するシステムも合わせて開発する。さらに、市町村（職員、首長）がシステムへの

習熟度を向上させるための学習モードを開発し、全国約 1,700 の市町村の特徴・特性に応じ、カスタマ

イズしながらシステムを社会実装する。

上記のシステム構築に加えて、システムを容易に使えるようにし、普及を促進するため、システムを

用いた判断を学習することができる学習モードを開発する。 

内容： 

過去の災害・防災情報のデータ、実際の災害時の気象情報、河川情報、自動車通行状況、人の移動状

況、斜面等の動態状況などのリアルタイム動的情報やテーマⅠ、Ⅱ、ⅤおよびⅥが開発し提供する情報

等について AI 技術を活用して短時間で分析評価し、状況判断や対応の根拠となる情報を、将来予測も

含め、分かりやすく表示することにより、市町村長が住民に対して避難勧告・指示等の発令判断をタイ

ムリーに、またその発令エリアを的確に指示し判断することを支援するシステムを開発する。また、現

行の発令基準（災害種別、定量的・定性的基準）と一体的な新システムとすることにより、市町村の避

難判断に係る労力や時間等の負担削減を図る。これらのシステムは、全国約 1,700 自治体の特徴・特性

に応じてカスタマイズして、既に市町村で利活用されている「川の防災情報」の情報提供システムを活

用して実装する。住民への避難勧告等の発令に関しては市町村長の説明責任が伴うことから、市町村長

が信頼して判断できるよう AI が提供する判断支援情報の信頼性向上を図る。 

また、災害発生後についても、必要となる緊急活動を判断する情報を提供できるようにシステム開発

を行う。市町村では災害発生前後において、様々な第一次的な災害対応が短時間に集中することとなる。

災害が拡大進行していく中で、市町村が行うべき緊急活動の一つ一つの対応が確実かつ手順良く行われ、

その相乗効果を最大化させるため、テーマ I、II 及び SIP4D 等と連携しつつ、これらの緊急活動の実施

を市町村が適切に判断し得るシステムを開発する。 

さらに、全国約 1,700 の市町村への社会実装を促進するため、市町村（職員、首長）がシステムの運

用方法、および提供される情報を十分に理解し、システムへの習熟度を向上させるための学習モードの

開発を行う。システムの普及促進、習熟度向上のためには、災害時に実際に使用する環境・システムで、

実際の災害の状況を模擬しながら学習を行うことが重要である。そのため、避難判断システムに学習モ

ードを搭載するようにシステム開発を行う。 

各市町村の災害特性と職員の能力段階に応じて、学習のために使用する災害シナリオを開発する。具

体的には、コア技術として①各市町村の災害特性に応じた災害シナリオを想定する技術、②職員の能力

段階に応じた学習カリキュラムと評価指標体系、③各市町村の災害特性に応じて段階的に判断習熟度を

向上させるための学習モードを開発する。そして、被災経験のない市町村でも、過去の全国の災害対応

知見を統合したシナリオで学習できるようにする。また、学習者が適時判断力を自己評価できるように

し、システム導入のインセンティブと容易性を向上させ普及促進方法を確立する。
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緊急活動⽀援システム（災害⽀援マッチング機能の研究開発）

■最大の効果と価値

市町村と各支援企業等は個別の情報のやり取りを不要とし、画期的に業務量が削減。市町村と支援企業等はシステ
ムで納品・役務提供実績を管理できるため、担当者の異動に伴う契約の”迷子”も防げるようになります。

自治体(約1,700)

支援マッチング機能

企業Ａ

企業F 企業G 企業H

企業B

市町村1 32 4

1,697 1,698…

5

1,699 1,700

企業E

企業Ｉ

企業Ｃ 企業Ｄ

市町村1 32 4

…

5

企業Ａ

企業F 企業G 企業H

企業B 企業E

企業Ｉ

企業Ｃ 企業Ｄ

1,697 1,698 1,699 1,700

契約がスッキリ

市町村と支援企業等がリアルタイムで情報共有し、需給を支援マッチングする機能を開発

市町村向け緊急活動情報 支援企業等向け要請情報

被災状況と対応す
べき情報をポップ
アップ表示

緊急活動優先度は
ポップアップの文字
サイズや文字色で
明示

市町村の課題と
要請をポップアッ
プ表示

市町村の対応状
況を情報共有

企業活動等に有
用な情報を表示

SIP4D

■他システム連携

避難・緊急活動支援統
合システム

市町村災害支援統合システム
(緊急活動支援システム)

支援マッチング機能

情報
の
共有

物資供給支援
の連携

■社会実装

＊緊急活動優先順位判断支援システムの一機能として、表示画面に需給対応の「支援マッチング」を表現
＊「緊急活動情報」や「要請情報」は地図の他にタイムラインで確認可能とし、状況変化はメール等で通知 ＊支援マッチング機能による連携

計画・マニュアル
地域防災計画 公開時 ポリゴン
タイムライン 公開時 ポリゴン
避難確保計画 公開時 ポリゴン
災害履歴情報 公開時 ポイント,ポリゴン

過去の発令情報
避難勧告・指⽰等 公開時 ポリゴン
緊急活動状況 公開時 テキスト
避難⾏動の状況 公開時 テキスト

リスク情報
ハザードマップ 公開時 ラスター,ポリゴン
浸想図 公開時 ポリゴン
⼟砂災害警戒区域 公開時 ポリゴン
⼟砂災害危険個所 公開時 ポリゴン
治⽔地形分類図 公開時 ポリゴン
⼟地条件図 公開時 ポリゴン
沿岸海域⼟地条件図 公開時 ポリゴン
⼤規模盛⼟造成地 公開時 ポリゴン
地質、地盤情報 公開時 ラスター,ポリゴン

動態情報
⾞のプローブデータ 随時 ポイント
⼈⼝動態データ 随時 メッシュ
斜⾯ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ 随時 ポイント
防災IoT 随時 ポイント

災害関連データ

他の統合システム

防災情報共有システム
（SIP４D）

避難・緊急活動⽀援
総合システム

ウェブサイト情報
公共関係（気象庁、国交省） 公開時 ポイント,ポリゴン
⺠間提供情報 公開時 テキスト

地震情報
各地の震度に関する情報 公開時 ポイント
推計震度分布図 公開時 ポイント
地震解説資料（緊急・定期） 公開時 テキスト

津波情報
津波警報・予報 公開時 テキスト
津波情報 公開時 ライン

SNS・電話
⽔防団員等の通報 公開時 テキスト
住⺠からの通報 公開時 テキスト
ホットライン
（河川管理者、気象台） 公開時 テキスト

ユーティリティ情報
道路通⾏情報 公開時 ライン
鉄道運⾏情報 公開時 ライン
電気,ガス,⽔道 公開時 ライン,ポリゴン

河川⽔位情報
指定河川洪⽔予報 公開時 テキスト
テレメータ⽔位（危機管理型含） 10分間隔 ポイント
監視カメラ映像 10分間隔 ポイント
ダム放流通知 公開時 ポイント
洪⽔警報の危険度分布 10分間隔 ライン

気象情報
特別警報 公開時 ポリゴン
警報 公開時 ポリゴン
注意報 公開時 ポリゴン
流域⾬量指数の予測値 10分間隔 1kmメッシュ
⼤⾬警報(浸⽔害)危険度分布 10分間隔 1kmメッシュ
⼤⾬の特別警報 公開時 ポリゴン
テレメータ⾬量 10分間隔 ポイント
流域平均⾬量指数 10分間隔 1kmメッシュ
解析⾬量 10分間隔 1kmメッシュ
⼟壌⾬量指数 10分間隔 1kmメッシュ
⼟砂災害警戒情報 公開時 ポリゴン
⼟砂災害メッシュ情報 公開時 5kmメッシュ
⾼解像度降⽔ナウキャスト 5分間隔 250mメッシュ
レーダ⾬量計（XRAIN） 10分間隔 250mメッシュ
降⽔短時間予報 30分間隔 250mメッシュ
降⽔15時間予報 60分間隔 メッシュ
台⾵総合情報 1⽇4回 テキスト
台⾵位置情報 1⽇4回 ポイント
台⾵進路予想図 1⽇4回 ポリゴン

官⺠研究開発投資拡⼤
プログラムPRISM

防
災
無
線
等
で
住
⺠
通
知

１０分程度で出⼒

Lアラート等
と連携して
⾃動化

④

緊急活動
システム

④

訓練
シナリオ

道路冠⽔リスク

内⽔氾濫リスク

地すべりリスク

斜⾯崩壊リスク

⼟⽯流リスク

⾼潮浸⽔リスク

項⽬
場所

地区① 地区② 地区③ 地区④ ・・・

事
前
情
報

河川氾濫 ○ － － ○ ・・・
内⽔浸⽔ ○ － ○ － ・・・
道路冠⽔ ○ － ○ － ・・・

⼟⽯流 － ○ － － ・・・
⼟砂崩れ － 〇 － ○ ・・・
・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

リ
ア
ル
タ
イ
ム

⾬量(時間) 50mm 30mm 30mm 40mm ・・・
⽔位(堤防天端から) -1.1m -2.3m -2.0 -1.6m ・・・
洪⽔予報等 － － － － ・・・
・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・
⾞のプローブデータ 変動有 － 変動有 － ・・・
⼈⼝動態データ 変動有 － － － ・・・
斜⾯モニタリングデータ － 変動有 － － ・・・
・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

リ
ス
ク
指
標

河川氾濫 Ｅ Ｂ Ｂ Ｃ ・・・
内⽔被害 Ｃ Ａ Ｃ Ａ ・・・
道路冠⽔ Ｃ Ｂ Ｃ Ａ ・・・
⼟⽯流 Ａ Ｄ Ａ Ｂ ・・・
⼟砂崩れ Ａ Ｂ Ａ Ｂ ・・・
崖崩れ Ａ Ｂ Ｂ Ａ ・・・
・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

提供WEB GISシステムイメージ
緊急度 【⾼】
避難勧告すべきエリアがあります

避難勧告等の対象エリアが
地区単位等で⽰されます

・・・・

リスク指標の出⼒イメージ

地区
①

②③
④

リスクメッシュから発令区域（地区単位）を抽出

地区単位のリスク指標を抽出

②-1 AIのエンジンに
当たるアルゴリズムの選
定についてはソフトウェ
アの特徴を⼗分に吟
味し、災害対応に適し
たモデルを構築する。
②-2 AIによる計算時
間は、集約されるリア
ルタイムデータ等の時
間や頻度を踏まえ、
10分程度でリスク指
標判定の提供を⾏う。

①-1 これまで分散していた
膨⼤なデータを避難判断等
に必要な情報を専⾨家の
意⾒を踏まえ選別・抽出し、
AIデータレイクに集約して、
初期情報の重みづけ、AI
分析を⾏う。
①-2 過去10年間の全国
市町村の避難勧告発令状
況を詳細に調査し、発令判
断に⾄るプロセスやその結果
等について数値化し、AIの
教師データとして整え、より
良い教師データを作成する。

③-1 確実な避難に
結びつけるために、
地区単位等の⼩エ
リアを特定し、避難
勧告発令等の⽀援
を⾏う。
③-2 避難に⼗分な
時間を確保できるよ
うに、発令時間帯、
地域の状況、事態
の急変予測等を踏
まえた、リスク指標
を提供をする。

④-1 市町村が避難勧告等を判断した場合
には、その情報をＬアラートや国・県のシステ
ムに⾃動配信し、エリアメールや防災無線を
通じて住⺠⼀⼈⼀⼈に配信することで、職員
の情報伝達の負荷を軽減する。
④-2 避難勧告等を発令するエリアや、通⾏
可能な道路、避難所の位置などを明確に、ま
た、状況変化が把握しやすいようにポップアップ
式の情報表⽰など、市町村職員にとって分か
りやすく簡便な表⽰システムを提供する。
④-3 実際の災害時のシステム障害やトラブ
ルへの対応、また、導⼊時の習熟促進指導
や平時の活⽤時の問い合わせに迅速に対応
できるサポート体制を構築する。

市町村が使⽤するシステムの使われ⽅の⼯夫本研究開発におけるシステムの特徴と技術要件

項⽬
場所

地区① 地区② 地区③ 地区④ ・・・

事
前
情
報

河川氾濫 ○ － － ○ ・・・
内⽔浸⽔ ○ － ○ － ・・・
道路冠⽔ ○ － ○ － ・・・
⼟⽯流 － ○ － － ・・・
⼟砂崩れ － 〇 － ○ ・・・
・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

リ
ア
ル
タ
イ
ム

⾬量(時間) 50mm 30mm 30mm 40mm ・・・

⽔位(堤防天端から) -1.1m -2.3m -2.0 -1.6m ・・・
洪⽔予報等 － － － － ・・・
・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・
⾞のプローブデータ 変動有 － 変動有 － ・・・
⼈⼝動態データ 変動有 － － － ・・・
斜⾯モニタリングデータ － 変動有 － － ・・・
・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

リ
ス
ク
指
標

河川氾濫 Ｅ Ｂ Ｂ Ｃ ・・・
内⽔被害 Ｃ Ａ Ｃ Ａ ・・・
道路冠⽔ Ｃ Ｂ Ｃ Ａ ・・・
⼟⽯流 Ａ Ｄ Ａ Ｂ ・・・
⼟砂崩れ Ａ Ｂ Ａ Ｂ ・・・
崖崩れ Ａ Ｂ Ｂ Ａ ・・・
・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

2時間前

項⽬
場所

地区① 地区② 地区③ 地区④ ・・・

事
前
情
報

河川氾濫 ○ － － ○ ・・・
内⽔浸⽔ ○ － ○ － ・・・
道路冠⽔ ○ － ○ － ・・・

⼟⽯流 － ○ － － ・・・
⼟砂崩れ － 〇 － ○ ・・・
・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

リ
ア
ル
タ
イ
ム

⾬量(時間) 50mm 30mm 30mm 40mm ・・・
⽔位(堤防天端から) -1.1m -2.3m -2.0 -1.6m ・・・
洪⽔予報等 － － － － ・・・
・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・
⾞のプローブデータ 変動有 － 変動有 － ・・・
⼈⼝動態データ 変動有 － － － ・・・
斜⾯モニタリングデータ － 変動有 － － ・・・
・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

リ
ス
ク
指
標

河川氾濫 Ｅ Ｂ Ｂ Ｃ ・・・
内⽔被害 Ｃ Ａ Ｃ Ａ ・・・
道路冠⽔ Ｃ Ｂ Ｃ Ａ ・・・
⼟⽯流 Ａ Ｄ Ａ Ｂ ・・・
⼟砂崩れ Ａ Ｂ Ａ Ｂ ・・・
崖崩れ Ａ Ｂ Ｂ Ａ ・・・
・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

1時間前

項⽬
場所

地区① 地区② 地区③ 地区④ ・・・

事
前
情
報

河川氾濫 ○ － － ○ ・・・
内⽔浸⽔ ○ － ○ － ・・・
道路冠⽔ ○ － ○ － ・・・

⼟⽯流 － ○ － － ・・・
⼟砂崩れ － 〇 － ○ ・・・
・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

リ
ア
ル
タ
イ
ム

⾬量(時間) 50mm 30mm 30mm 40mm ・・・
⽔位(堤防天端から) -1.1m -2.3m -2.0 -1.6m ・・・
洪⽔予報等 － － － － ・・・
・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・
⾞のプローブデータ 変動有 － 変動有 － ・・・
⼈⼝動態データ 変動有 － － － ・・・
斜⾯モニタリングデータ － 変動有 － － ・・・
・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

リ
ス
ク
指
標

河川氾濫 Ｅ Ｂ Ｂ Ｃ ・・・
内⽔被害 Ｃ Ａ Ｃ Ａ ・・・
道路冠⽔ Ｃ Ｂ Ｃ Ａ ・・・
⼟⽯流 Ａ Ｄ Ａ Ｂ ・・・
⼟砂崩れ Ａ Ｂ Ａ Ｂ ・・・
崖崩れ Ａ Ｂ Ｂ Ａ ・・・
・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

現在

AIにより判断

危険度
ランク
Ｅ ⾼い
〜

Ａ 低い

平時との⽐較

②

判断結果
⾃動配信

避難勧告
・指⽰等の
発令

河川氾濫リスク

市町村における対応

教師データ
過去10年における、勧告発
令時の様々な災害関連デー
タ、当時の気象情報・動態
情報・河川⽔位情報・時刻
などを解析して精度の⾼い教
師データ作成。AIモデル作成
の初期データとして利⽤。

フ
ィ
ル
タ
リ
ン
グ

情
報
の
取
捨
・
選
択

①

⑤判断経過をAI分析へ反映

⼊
⼒
層 出⼒層中間層

③AIデータレイク

特別警報
警報
注意報

流域⾬量指数
⼟壌⾬量指数

⼟砂災害警戒区域
⼟地条件図

浸⽔想定区域図
⾬量（予測情報）
テレメータ⽔位

危機管理型⽔位計
⼈⼝動態
プローブ
防災IoT
・
・
・

災害関連
情報

・発令の出し遅れゼロ
・地区単位による発令エリア
・発令エリアの迅速な更新・解除

ログ
共有

Ａ
Ｉ
分
析
に
よ
る
ト
リ
ガ
ー

（
リ
ス
ク
指
標
）

・
適
切
な
タ
イ
ミ
ン
グ

・
エ
リ
ア
の
限
定

市町村における判断基準によるトリガー
（ガイドライン・発令基準等）

定量的なもの︓河川⽔位（現況、予測）、気象・⾬量情報、⼟壌⾬量指数など
定性的なもの︓河川氾濫や重⼤な災害発⽣の恐れ、危険を感じた場合など

市町村発令情報を共有④

津波浸⽔リスク

判断

⑧避難判断・誘導⽀援システム
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災害対応の最前線課題 全国1700の市町村へ実装
【課題解決に向けた機能・取組】

膨⼤な情報から必要かつ重要な
情報提供の実現

災害対応能⼒向上施策の
劇的な改善についての実現

避難勧告等の発令判断の
改善(ﾀｲﾐﾝｸﾞ)の劇的な改善の実現

避難勧告等の発令判断の
改善(発令ｴﾘｱ)の劇的な改善の実現

全ての災害情報等の共有による災害
対応の劇的な改善についての実現

必要な情報が提供できてなかったり
不⼗分であったりして

適時・的確な避難判断ができない

定性的・抽象的な発令基準により
発令を躊躇・逡巡し、

適時的確な避難判断ができない

地区ごとの災害発⽣や
その発⽣危険度などを

適時的確に伝達・提供できない

平時の訓練内容が固定化・均⼀化し
ており、市町村の災害対応
能⼒の向上・底上げができない

時々刻々変化する災害発⽣状況・
被災規模、避難勧告等の

発令状況が、迅速に共有できない

Before After
本研究開発の効果

４リードタイムを考慮した短時間処理
10分以内でAI分析し、災害の進⾏を踏まえた

避難判断・緊急活動の⽀援
５AI判定により発令根拠を補完
「〜のおそれ」などの定性的発令基準の⽀援リ
スク情報として、災害種別ごとに危険度を補完
６空間リスクの絞り込み

地域の危険度（安全度）を踏まえた
避難に有意なエリアに段階的に発令

７避難勧告等情報の⾃動配信
Lアラート等を活⽤し、住⺠・関係機関との

情報伝達の⾃動化による省⼒化

システム系

１０サポート体制の構築
統合システム導⼊や、災害発⽣時のトラブル・
システム障害への対応等の技術的⽀援

１１国システムとの連携
SIP4D等を通じ、住⺠や関係機関に対して、
情報伝達や共有が⾃動的かつ確実・迅速化
１２産学官の連携誘発
産業界とも情報共有し、産学官をあげた
的確かつ迅速な緊急活動を誘導

情報共有系

８訓練シナリオの多様化・リアル化
実災害時の災害対応ログの⾃動取得による
訓練シナリオ作成で、多様な事態に対処

９全国の市町村災害対応能⼒の底上げ
全国統⼀された訓練システムの基盤整備により、
市町村の意思決定能⼒や対応能⼒を向上

訓練系

１必要・重要情報の確実な提供
AIモデルを含む統合システム構築にあたり、
災害情報の意味づけ・重みづけを明確化

２場所と危険情報の紐付
AIモデル構築にあたり、位置・時間情報をペアリ
ングすることで、時系列・⾯的に状況を俯瞰
３IoT技術の活⽤による異常検知・予測
スマホやクルマをセンサとし、場の特性、防災気
象情報をプラスすることで異常検知・危険予測

データ・情報系

不⼗分な災害情報の提供

発令基準との照合が困難

住⺠へピンポイントな危険度伝達が困難

より効果的な訓練の実施が困難

リアルタイムでの情報共有不⾜

５つのできない現状 イノベーションにより
５つのゼロの実現を⽬指すⅦ． 市町村災害対応統合システム開発

社会実装先と効果（波及効果）

全国1700の市町村へ実装

膨⼤な情報から必要かつ重要な
情報提供の実現

災害対応能⼒向上施策の
劇的な改善についての実現

避難勧告等の発令判断の
改善(ﾀｲﾐﾝｸﾞ)の劇的な改善の実現

避難勧告等の発令判断の
改善(発令ｴﾘｱ)の劇的な改善の実現

全ての災害情報等の共有による災害
対応の劇的な改善についての実現

直
接
的
効
果

•住⺠の避難誘導や避難者への対応、応
援・受援体制の迅速な構築に繋がる。

•定性的な判断基準をAIによるリスク指標で
補完することで、市町村⻑、防災担当者等
の意思決定の正統性の担保となる。
（ただし、AIの外挿限界を⼗分に留意）

効 果

現地対策本部
意思決定者
政府
専⾨家

直
接
的
な
波
及
効
果

間
接
的
な
波
及
効
果

•意思決定の根拠がより明確になることで、情
報の伝え⼿として、切迫感・危機感を持っ
て伝えることが可能となる。

•全国の⾃治体で避難勧告等の発令精度
が⾼次⽔準化することで、コミュニティによる
避難・減災の⾏動⼒が向上する。

•企業防災としての早期避難や臨時休業の
判断を促すとともに、地域防災への貢献活
動や、ひいては防災・減災事業への企業の
参画及び投資を誘発する。

•⼈命被害ゼロを⽬指すことで、社会全体に
⾃然災害への備えの重要性を普及させる
ことができる。

•我が国全体の⾃然災害への取組が国際社
会に敷衍されることにより、国際競争⼒の強
化、ハード・ソフト両⾯からのインフラ海外
展開の推進、インバウンドの促進に繋がる。

情報伝達体
メディア
住⺠組織
農業・漁業等
経済活動組織等

地域社会
社会活動
経済活動
防災活動

ステークホルダー
実装先


